
大野市告示第２３０号  

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６

７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定により、令和５年度及び令和６

年度に大野市が発注する建設工事の請負契約又は建設工事に係る測量、調査、設計

等の業務委託契約に係る一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。

）に参加する者に必要な資格及びその資格審査の申請の時期、方法等を次のとおり

定める。  

 

令和４年１２月１日  

 

大野市長  石山志保  

 

 （入札参加資格審査を受けることができる者）  

第１条  入札参加資格審査を受けることができる者は、審査基準日（令和４年１０

月１日をいう。以下同じ。）において、次の各号のいずれかに該当する者とする。  

 (1) 建設業者  建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第

３条第１項の規定による許可を受けて建設業を営む者で、審査基準日の直前

の決算日を基準とする法第２７条の２３第１項の規定による経営に関する事

項の審査を受けているもの  

 (2) 測量等業者  次のいずれかに該当する者とする。  

  ア  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の規定による登録を

受けている者  

  イ  建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の規定による登録

を受けている者  

  ウ  建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条

第１項の規定による登録を受けている者  

  エ  地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条第１項

の規定による登録を受けている者  

  オ  補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２

条第１項の規定による登録を受けている者  

２  前項の規定にかかわらず、同一の者が、同項第１号及び第２号に係る資格審査



を受けることはできないものとする。  

（競争入札に参加することができない者）  

第２条  前条の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、特別の理

由がある場合を除き、競争入札に参加することができない。  

 (1) 施行令第１６７条の４第１項（第１６７条の１１第１項において準用する場

合を含む。）に規定する者  

 (2) 施行令第１６７条の４第２項（第１６７条の１１第１項において準用する場

合を含む。）に該当する者  

 (3) 競争入札参加資格審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）又は

別表１に掲げる書類に虚偽の事項を記載した者  

 (4) 納期限の到来している市町村税又は国税（申告所得税又は法人税並びに消費

税及び地方消費税をいう。）について、未納税額がある者  

 （申請の時期及び方法）  

第３条  競争入札の参加資格審査を受けようとする者は、申請書に別表１に掲げる

書類を添えて、令和４年１２月１５日から令和５年２月１５日まで（大野市の休

日を定める条例（平成元年条例第５５号）に規定する市の休日（以下「市の休日

」という。）を除く。）に、行政経営部総務課契約管理室へ提出するものとする。  

２  前項の規定にかかわらず、新規に競争入札の参加資格審査を受けようとする者

は、次の表の期間（市の休日を除く。）に申請を行うことができる。  

期間  審査基準日  

令和５年９月１日～９月３０日  令和５年４月１日  

令和６年３月１日～３月３１日  令和５年１０月１日  

令和６年９月１日～９月３０日  令和６年４月１日  

 （資格審査、格付及び資格者名簿への登載）  

第４条  前条の規定により申請のあった者については、経営規模、経営状況等を総

合的に審査し、当該審査の結果、有資格者については、大野市競争入加資格者名

簿（以下「資格者名簿」という。）に登載するものとする。  

２  建設業者に係る資格審査は、前項に掲げるもののほか、別表２に掲げる建設工

事の種類の区分ごとに行う。  

３  有資格者は、建設業者及び測量等業者に区分し、さらに市内業者（大野市内に

主たる営業所（建設業者については、法第３条第１項の営業所のうち、同項の



許可に係るものを指す。）を有する者をいう。以下同じ。）及び市外業者（大

野市外に主たる営業所を有する者をいう。以下同じ。）に区分するものとする。  

４  市長は、建設業者のうち、市内業者を資格者名簿に登載するときは、大野市競

争入札参加資格者格付要領に基づき、次の表による等級の格付を行い、その結果

を当該業者に遅滞なく通知するものとする。  

建設工事の種類  等級の区分  

土木一式工事、建築一式工事  Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ・Ｅの５等級  

電気工事、管工事、鋼構造物工事  Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄの４等級  

ほ装工事、水道管工事  Ａ・Ｂ・Ｃの３等級  

その他の工事  等級なし  

 （入札参加資格の有効期間）  

第５条  有資格者の入札参加資格の有効期間は、資格者名簿に登載した日から令和

７年３月３１日までとする。  

 （申請書の変更届）  

第６条  第３条の規定により申請を行った者は、申請後において提出した申請書類

の内容に変更が生じた場合は、その都度、遅滞なく変更届（様式第１０号）を提

出しなければならない。  

 （資格の取消し等）  

第７条  市長は、有資格者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該資格を取

り消し、又は相当の期間停止する。  

 (1) 第１条第１項各号に規定する資格要件を欠くに至ったとき。  

 (2) 前条に規定する変更届を提出しないとき。  

 （共同企業体）  

第８条  共同企業体の資格等については、市長が別に定める。  

 （その他）  

第９条  この告示に定めるもののほか、競争入札参加資格に関し必要な事項は、市

長が別に定める。  



別表１（第３条関係）  

区  分  添付書類  
１
建
設
業
者 

（ １ ） 市 内

業者  

ア  建設業許可証明書  

イ  経営規模等評価結果通知書（法第２７条の２７の規定に

よる通知の文書をいう。以下この表において同じ。）及び

総合評定値通知書（法第２７条の２９第１項又は第３項の

規定による通知の文書をいう。以下この表において同じ。

）の写し  

ウ  経営業務の管理責任者証明書（ただし、代表者と経営業

務管理責任者が異なる場合に限る。）の写し  

エ  建設業許可申請（５年に一度の更新を含む。）の際に提

出する専任技術者証明書又は専任技術者一覧表（申請書受

理日以前５年以内の最新のもの）の写し  

オ  工事経歴書（様式第２－１号）  

カ  技術職員名簿（様式第３－１号。ほ装工事業・法面処理

工事業建設機械操作員含む。ただし、水道管工事業につい

ては様式第３－２号、解体工事業については様式第３－３

号を用いること。）  

キ  営業用機械器具調書（様式第４号。ただし、法面処理工

事業の資格審査の申請をする場合に限る。）  

ク  営業用機械器具調書（様式第５号。ただし、ほ装工事業

の資格審査の申請をする場合に限る。）  

ケ  地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の１０

の規定により交付される大野市税の納税証明書（ただし、

大野市が納税状況を確認することに同意する場合は不要）  

コ  国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第１２３条第１

項の規定により交付される国税の納税証明書  

サ  法人にあっては当該法人の登記事項証明書、個人にあっ

ては施行令第１６７条の４第１項に規定するものでないこ

とを証する書面  

シ  業者カード及び、それを記録した電子媒体  

ス  前に掲げるもののほか、資格審査に必要な書類  

（ ２ ） 市 外

業者  

ア  建設業許可証明書  

イ  経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し  

ウ  経営業務の管理責任者証明書（ただし、代表者と経営業

務管理責任者が異なる場合に限る。）の写し  

エ  建設業許可申請（５年に一度の更新を含む。）の際に提

出する専任技術者証明書又は専任技術者一覧表（申請書受

理日以前５年以内の最新のもの）の写し（ただし、営業所

等へ委任する場合は委任先分を提出すること。）  

オ  工事経歴書（様式第２－１号）  

カ  技術職員名簿（様式第３－２号。ただし、水道管工事業

の資格審査の申請をする場合に限る。）  

キ  営業用機械器具調書（様式第４号。ただし、法面処理工

事業の資格審査の申請をする場合に限る。）  

ク  営業用機械器具調書（様式第５号。ただし、ほ装工事業

の資格審査の申請をする場合に限る。）  

ケ  営業所等一覧表（様式第６号）  

コ  委任状（様式第９号）  

サ  地方税法第２０条の１０の規定により交付される大野市

税の納税証明書（ただし、委任する営業所等の所在地が大

野市内にある場合のみ。なお、大野市が納税状況を確認す  



  ることに同意する場合は不要）  

シ  国税通則法第１２３条第１項の規定により交付される国

税の納税証明書  

ス  法人にあっては当該法人の登記事項証明書、個人にあっ

ては施行令第１６７条の４第１項に規定するものでないこ

とを証する書面  

セ  業者カード及び、それを記録した電子媒体  

ソ  前に掲げるもののほか、資格審査に必要な書類  

２
測
量
等
業
者 

（ １ ） 市 内

業者  

ア  業務経歴書（様式第２－２号）  

イ  技術職員名簿（様式第３－４号）  

ウ  業務状況一覧表（様式第７号）  

エ  コンサルタント等登録部門一覧表（様式第８号）  

オ  登録証又は登録証明書の写し  

カ  地方税法第２０条の１０の規定により交付される大野市

税の納税証明書（ただし、大野市が納税状況を確認するこ

とに同意する場合は不要）  

キ  国税通則法第１２３条第１項の規定により交付される国

税の納税証明書  

ク  法人にあっては当該法人の登記事項証明書、個人にあっ

ては施行令第１６７条の４第１項に規定するものでないこ

とを証する書面  

ケ  現況報告書の写し（建設コンサルタント業務、地質調査

業務及び補償コンサルタント業務の資格審査の申請をする

場合に限る。）  

コ  業者カード及び、それを記録した電子媒体  

サ  前に掲げるもののほか、資格審査に必要な書類  

（ ２ ） 市 外

業者  

ア  業務経歴書（様式第２－２号）  

イ  業務状況一覧表（様式第７号）  

ウ  コンサルタント等登録部門一覧表（様式第８号）  

エ  登録証又は登録証明書の写し  

オ  委任状（様式第９号）  

カ  地方税法第２０条の１０の規定により交付される大野市

税の納税証明書（ただし、委任する営業所等の所在地が大

野市内にある場合。なお、大野市が納税状況を確認するこ

とに同意する場合は不要）  

キ  国税通則法第１２３条第１項の規定により交付される国

税の納税証明書  

ク  法人にあっては当該法人の登記事項証明書、個人にあっ

ては施行令第１６７条の４第１項に規定するものでないこ

とを証する書面  

ケ  現況報告書の写し（建設コンサルタント業務、地質調査

業務及び補償コンサルタント業務の資格審査の申請をする

場合に限る。）  

コ  業者カード及び、それを記録した電子媒体  

サ  前に掲げるもののほか、資格審査に必要な書類  



別表２（第４条第２項関係）  

建設工事の種類  備    考  

土木一式工事   

建築一式工事   

大工工事   

左官工事   

とび・土工・コンクリート工事   

 法面処理工事  とび・土工・コンクリート工事に申請する者

のうち、モルタル吹きつけ機（附属物一式含

む）、種子吹きつけ機（附属物一式含む）、  

ボーリングマシーン（アンカー工又は鉄筋挿

入工に使用できるもの）のいずれか一つを所

有しているものに限る。  

石工事   

屋根工事   

電気工事   

管工事   

タイル・れんが・ブロック工事   

鋼構造物工事   

鉄筋工事   

ほ装工事  アスファルトフィニッシャー、タイヤローラ

ー、マカダムローラーの全部を所有している

ものに限る。  

しゅんせつ工事   

板金工事   

ガラス工事   

塗装工事   

防水工事   

内装仕上工事   

機械器具設置工事   

熱絶縁工事   

電気通信工事   

造園工事   

さく井工事   

建具工事   

水道施設工事   

 水道管工事  水道施設工事に申請する者のうち、給水装置

工事主任技術者、給水装置工事配管技能者、

管工事施工管理技士及び土木施工管理技士の

すべて有しているものに限る。  

消防施設工事   

清掃施設工事   

解体工事   

 


